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1 職員数（正規職員）（各年4月1日現在）

区分
職員数

R2 R3 増減

一般行政
部門

議会 6 6 0
総務 106 109 ＋3
税務 30 31 ＋1
民生 78 99 ＋21
衛生 51 53 ＋2
労働 2 2 0
農水 18 19 ＋1
商工 12 13 ＋1
土木 55 58 ＋3
小計 358 390 ＋32

特別行政
部門

教育 126 106 －20
小計 126 106 －20

公営企業
など

病院 1 1 0
水道 11 11 0
下水道 11 11 0
その他 22 22 0
小計 45 45 0

合計 529 541 ＋12
◉増減の理由
▽一般行政部門…ICTの推進、母子保健事業の
強化、幼稚園のこども園化による増員。

▽特別行政部門…幼稚園のこども園化による減
員。退職者不補充による減員。

2 採用と退職
▽採用人数（令和2年4月2日～令和3年4月1日）
高校卒 短大卒 大学卒 合計
3人 1人 30人 34人

▽退職人数（令和2年4月1日～令和3年3月31日）
定年退職 早期退職 普通退職 合計
8人 3人 11人 22人

3 人件費（令和2年度普通会計(※)決算統計)
◇普通会計総額(455億6,587万円)に占める人
件費(48億8,921万円)の割合は10.7％です。

内訳 金額
職員給与費 36億2,766万円

（うち給料） 15億7,830万円
（うち報酬） 8億7,156万円

（うち期末勤勉手当） 　7億8,169万円
（うち諸手当） 　3億9,611万円

退職手当 　2億7,357万円
共済組合等負担金 　7億2,488万円
特別職給与・議員報酬等 　2億6,310万円

合計 48億8,921万円
※�普通会計とは、一般会計と墓地事業特別会計
を合わせたものです。

※�令和2年度より非常勤嘱託・臨時職員が会計
年度任用職員に切り替わり、職員の給料、諸
手当にあたる給与については、報酬として支
給されています。

4 平均給料月額と平均年齢（令和3年4月1日現在）

区分 平均給料月額 平均年齢

袋井市 325,800円 41.0歳

国 325,827円 43.0歳

5 初任給（令和3年4月1日現在）

区分 大学卒 高校卒

袋井市 188,700円 154,900円

国 182,200円 150,600円

6 特別職と議員の給料など（令和3年4月1日現在）

区分 給料（報酬）月額 期末手当

市長 875,000円 6月期…2.225月分
12月期…2.225月分

計…4.450月分
副市長 715,000円

教育長 655,000円

議長 464,000円

6月期…1.775月分
12月期…1.775月分

計…3.55月分

副議長 425,000円

常任委員長・
議会運営委員長 398,000円

議員 392,000円

7 職員手当
▽期末勤勉手当（令和3年4月1日現在）

区分 期末手当 勤勉手当 合計

6月期 1.275月 0.95月 2.225月

12月期 1.275月 0.95月 2.225月

合計 2.550月 1.90月 4.450月

▽退職手当（単位…月分）

勤続年数 20年 25年 35年 最高限度

普通 19.6695 28.0395 39.7575 47.709

勧奨・定年 26.3655 33.27075 47.709 47.709

▽地域手当…給料・扶養手当・管理職手当の合
計額の3％が支給されます。

▽そのほかの手当…個人の勤務状況に応じて、
扶養手当・住居手当・通勤手当・特殊勤務手
当・時間外勤務手当・管理職手当などが支給
されます。

8 給料水準
◇袋井市職員の給料は、国家公務員の給料を100
とした場合、令和2年4月1日現在、102.4となっ
ています。

9 職員の人事評価
◇袋井市では、年に2回、勤務実績に基づき、職
員の能力や意欲・業績などを評価しています。
評価結果は、人材育成に活用するとともに、昇
給や勤勉手当の支給額に反映しています。


